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生活保護制度とは？	


　生活保護は、国民に憲法25条（生存
権）の定める「健康で文化的な最低
限度の生活 」 を保障する制度。	


【根拠法】	


日本国憲法第25条	


生活保護法第1条	


	




生活保護の基本原理	


①無差別平等の原理 	

	


②最低生活保障の原理	


	


③保護の補足性の原理 	




保護の要否の判定と支給される保護費	




保護の実施機関 	


•  都道府県知事及び市町村長により設置され
る福祉事務所の長。 	


福祉事務所とは？	


どのような事務所か？	

　　生活保護の事務、保育所入所手続き、障害認定など、福祉
に関する公的な事務を実施する。	


　　ほとんどの市と一部の町が設置。設置しない町村は県の福
祉事務所が担当する。	




保護の内容	

•  保護は、生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、
出産扶助、生業扶助及び葬祭扶助から構成されています。	


　　※医療扶助及び介護扶助は、医療機関等に委託して行う現物給
付を原則とし、それ以外は金銭給付が原則です。	


•  各扶助により、健康で文化的な生活水準を維持することができる
最低限度の生活を保障しています。扶助の基準は、厚生労働大
臣が設定します。	


（平成２０年度生活扶助基準の例）	


東京都区部等 	
地方郡部等 	

標準３人世帯（３３歳、２９歳、４歳） 	
 １６７，１７０円 	
１３０，６８０円 	

高齢者単身世帯（６８歳） 	
 　８０，８２０円 	
　６２，６４０円 	

高齢者夫婦世帯（６８歳、６５歳） 	
 １２１，９４０円 	
　９４，５００円 	

母子世帯（３０歳、４歳、２歳） 	
 １６６，１６０円 	
１３２，８８０円 	




増加の一途をたどる生活保護受給者	


熊本市の保護の状況	


　　熊本市の世帯数　　３０１，８１６世帯	


　　熊本市の人口　　　 ７２８，３３２人	


　　保護の世帯数　　　 2010年度末　　１０，２５４世帯	

　　　　　　　　　　　　　　（2007年度末　　７，５７５世帯）	

　　保護率　　　　　　　　2010年度末　　１９．４２‰	
  
　　　　　　　　　　　　　　（2007年度末　　１５．２６‰）	
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　　　　　熊本市における保護率の推移	




全国的にも・・・	






熊本市における保護費の推移	


扶助の種類	
 2006年度	
 構成比	
 2007年度	
 構成比	
 2008年度	
 構成比	
 2009年度	
 構成比	


生 活 扶 助	
 5,002,071,450	
  	
 27.8	
  	
 5,113,177,437	
  	
 28.6	
  	
 5,380,943,624	
  	
 29.0	
  	
 6,072,941,104	
  	
30.4	
  	


教 育 扶 助	
 63,203,777	
  	
 0.4	
  	
 63,854,901	
  	
 11.1	
  	
 69,634,936	
  	
 0.4	
  	
 101,704,652	
  	
 0.5	
  	


住 宅 扶 助	
 1,902,496,613	
  	
 10.6	
  	
 1,985,090,686	
  	
 0.4	
  	
 2,114,913,913	
  	
 11.4	
  	
 2,396,255,761	
  	
12.0	
  	


介 護 扶 助	
 248,704,582	
  	
 1.4	
  	
 268,902,693	
  	
 1.5	
  	
 288,950,718	
  	
 1.6	
  	
 291,673,451	
  	
 1.5	
  	


医 療 扶 助	
 10,491,580,464	
  	
 58.3	
  	
 10,108,736,417	
  	
 56.6	
  	
 10,377,698,040	
  	
 55.9	
  	
 10,735,204,099	
  	
53.7	
  	


出 産 扶 助	
 671,640	
  	
 0.0	
  	
 263,672	
  	
 0.0	
  	
 591,748	
  	
 0.0	
  	
 1,210,550	
  	
 0.0	
  	


生 業 扶 助	
 29,050,979	
  	
 0.2	
  	
 45,197,244	
  	
 0.3	
  	
 49,280,070	
  	
 0.3	
  	
 74,981,544	
  	
 0.4	
  	


葬 祭 扶 助	
 46,779,646	
  	
 0.3	
  	
 56,229,935	
  	
 0.3	
  	
 57,841,842	
  	
 0.3	
  	
 54,829,609	
  	
 0.3	
  	


保 護 施 設 事 務 費
 213,607,411	
  	
 1.2	
  	
 222,007,347	
  	
 1.2	
  	
 227,497,692	
  	
 1.2	
  	
 246,804,594	
  	
 1.2	
  	


総　　　額	
 17,998,166,562	
  	
100.0	
  	
 17,863,460,332	
  	
100.0	
  	
 18,567,352,583	
  	
100.0	
  	
 19,975,605,364	
  	
100.0	
  	




2010年度熊本市月別保護件数	

月	
 世帯数	
 人員	


保護率	

（世帯）


保護率	

（人員）


相談	
 申請	
 開始	
 廃止	
 取下	
 却下	


4 	
 9,285 	
 12,799 	
 30.94 	
 17.54 	
 318 	
 169 	
 126 	
 62 	
 13 	
 5 	


5 	
 9,382 	
 12,925 	
 31.26 	
 17.71 	
 318 	
 181 	
 159 	
 75 	
 21 	
 7 	


6 	
 9,493 	
 13,066 	
 31.63 	
 17.91 	
 333 	
 210 	
 186 	
 63 	
 20 	
 8 	


7 	
 9,583 	
 13,170 	
 31.93 	
 18.05 	
 309 	
 197 	
 153 	
 52 	
 18 	
 15 	


8 	
 9,695 	
 13,351 	
 32.31 	
 18.30 	
 342 	
 182 	
 164 	
 70 	
 9 	
 16 	


9 	
 9,804 	
 13,522 	
 32.67 	
 18.53 	
 332 	
 210 	
 179 	
 65 	
 17 	
 8 	


10 	
 9,903 	
 13,660 	
 32.55 	
 18.69 	
 299 	
 178 	
 164 	
 69 	
 18 	
 5 	


11 	
 9,994 	
 13,769 	
 32.85 	
 18.84 	
 292 	
 161 	
 160 	
 65 	
 16 	
 4 	


12 	
 10,061 	
 13,867 	
 33.07 	
 18.98 	
 234 	
 143 	
 132 	
 71 	
 16 	
 3 	


1 	
 10,123 	
 13,981 	
 33.27 	
 19.13 	
 256 	
 157 	
 133 	
 86 	
 14 	
 5 	


2 	
 10,191 	
 14,075 	
 33.50 	
 19.26 	
 286 	
 179 	
 154 	
 90 	
 27 	
 6 	


3 	
 10,254 	
 14,195 	
 33.71 	
 19.42 	
 316 	
 182 	
 153 	
 95 	
 19 	
 8 	


合計	
 117,768 	
 162,380 	
 389.70 	
 222.36 	
 3,635 	
 2,149 	
 1,863 	
 863 	
 208 	
 90 	


平均	
 9,814.0 	
 13,531.7 	
 32.47 	
 18.53 	
 302.9 	
 179.1 	
 155.3 	
 71.9 	
 17.3 	
 7.5 	




現場から見た保護世帯増の背景	


（１）高齢単身世帯の増加	


　　　①核家族化の進展	


　　　②年金額と保護の問題	
  
（２） 稼動年齢層の問題	
  
　　　①失業の増加	
  
　　　②雇用保険と保護の問題	
  
（３） 傷病世帯の問題	
  
　　　①健康保険未加入	
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（１）高齢世帯の問題（具体例）	


①核家族化の進展・・・・年金と子供の仕送りで
生活していたが、長男がリストラに合い、仕送
りが出来なくなり、年金だけでは生活出来ず、
保護申請。	
  

	
  
②年金額と保護の問題・・国民年金最高額（年）
792,100円　（月）66,000円	

　借家暮らしだと年金だけでは生活できない。	


　ちなみに掛金は（月）14,660円	

	




（２） 稼動年齢層の問題（具体例）	

①失業の増加・・・有効求人倍率の落込み	
  
　　　　　　　　　　　　（仕事が見つからない）	


　　（例）有効求人倍率	


　　　　　08年12月・・・１．０１倍	

　　　　　09年　3月・・・０．４７倍	
  
	


　　企業城下町で好況だった自治体ほど厳しい	
  
　　　　　　　　　　　　　　　（出水市　現在０．２倍）	


	




（２） 稼動年齢層の問題（具体例）	


②雇用保険と保護の問題	

　・雇用保険未加入者の増	

　・雇用保険制度そのものの問題	


	
  
＜失業手当を受給できない失業者の割合　＞	


　　　日本　　：77％	

　　　アメリカ：57％	

　　　イギリス：40％　　　　　　（2009年度当時）	

　　　フランス：18％	

　　　ドイツ   ：13％	




＜具体例＞	


Ｎさん（52歳）	
  
　　東京の居酒屋チェーンの店長として就労していたが、
閉店に伴いリストラ。	


　　出身地の熊本に戻り仕事を探すも、なかなか見つか
らない。失業手当の申請をしようと思ったが、会社か
ら離職票が届いたのが、離職してから1ヵ月後。しか
も「自己都合退職」となっていた。そのため、失業手
当は、更に3ヶ月を待たねば受給できない。	

　 　手持金がなくなり、家賃、光熱費が滞納・停止となり、
やむを得ず生活保護申請。熊本では、50歳以上で仕
事はほとんど見つからない。	


	




傷病世帯の問題（具体例）　	


①健康保険未加入	
  
　従業員5人以上の事業所（強制適用事業所）	

しかし実態は・・・	


　大きな赤字を抱える国民健康保険	


　　赤字 → 保険料の値上げ → 未加入者の増	


	
  
健康保険未加入者が疾病で入院した場合、	
  
いきなり生活保護の可能性大	


	


	




※　ホームレスの問題･･･一旦、貧困層に落ち
込んだら簡単には這い上がれない。	


＜例＞　Ｋさん（47歳）　　ホームレス歴6年	

　　以前は、福岡市の水道工事店に20年勤務。体調を崩し、会
社を辞めて以前居住していた熊本市に転入。治療をしながら
失業手当を受けて生活していたが、失業手当も切れた。	


　　仕事を探すが、年齢の問題があり、すぐには見つからず、そ
のうち、家賃・光熱費が支払えなくなり、ホームレス生活に。	


　　一旦、ホームレスに陥ると、住居がなくなり、電話もないため、
通常の仕事を探すことが出来なくなる。あるのは、その日限
りの肉体労働（これも不況のため、ほとんどない）か、空き缶
収集などである。空き缶も最近、値崩れして、1年前～2年前
の半額程度になっている。熊本では、10ｋｇ（60ℓごみ袋6～7
袋）で400円程度。	


　　本人の問題とされがちだが、本人の問題とばかりは言えな
い。	




生活保護業務の主役はケースワー
カーである	


　　　ケースワークとは、困難な課題、問題を持った対
象者（クライエント）が主体的に生活できるように支
援、援助していく個人や家族といった個別に対する
社会福祉援助技術のこと。	


　　　日本では「個別援助技術」と翻訳される。	


　　　生活保護の業務上、生活保護担当職員のことを
ケースワーカーと呼んでいます	




ケースワーカーの配置基準	

社会福祉法第16条に配置基準（標準基準）　　　　	

•  県福祉事務所（郡部）　 ：　65ケースに１人	

•  市福祉事務所（都市部）：  80ケースに１人	

　　　平成11年に社会福祉法改正となる前は、配置基
準は法定基準であったため、配置基準を満たすこと
が義務付けられていた。	


　　　しかし、法改正後、標準基準となり、努力目標・目
安となったため、行政改革による定数削減と生活保
護受給者増とあいまって、ケースワーカー１人あた
りの持件数は、うなぎ登りに増大している。	


　　熊本市・・・・１人のケースワーカー平均１０２ケース　	


	




ケースワーカーは、クライエントの生
活全てに関わります。	


　　生活保護は、最後のセーフティネット！	


	
  
　　家族や社会から支援を受けられない、疎外されて
いる方たちの最後のよりどころ。最低生活維持をサ
ポートし、自立へと導くことが責務。業務内容は多種

多様。容易ではありません。	
  
	


	




例えば・・・	


　求職活動サポート、介護事業所・病院との連
携による地域生活維持、保育所入所、学校
入学等サポート、年金受給資格調査など他
法調査活動、扶養義務者への援助依
頼・・・・・・等々。	


	




	
  
つらいこと、悲しいことも多いが、	
  
	
  
　　　　　嬉しいこと、喜びも多い。	




例えば・・・	


＊母（４０歳）、長男（１５歳　中学３年）、次男（１４歳　
中学２年）	


　　母子世帯、長男・次男は非嫡出子。母は、子供の
父との関係が壊れたことをきっかけにアルコール依
存症となり肝硬変で入院。入院半年後に死亡。	


　　死亡後、子供たちは扶養する者がいないため、施
設に行くことが検討された。しかし、父と数度に渡る
話し合いの結果、父が子供を籍に入れ、扶養してい
くこととなり、自立していった。	




＊母（４２歳）、長女（１７歳）、次女（１４歳）、３女（１０歳）	
  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・母子寮入所	


　　前夫のＤＶ及び子供たちへの虐待で警察へ避難。母
子寮入居。	


　　弁護士を通じて離婚成立。前夫は逮捕、実刑。つら
い過去を背負いながら、母子生活支援施設の指導員
の援助もあり、母が就労開始。ついで長女もアルバイ
トを始め、学費分を自分で対応するようになった。児
童扶養手当や奨学金等、活用出来るあらゆる施策を
活用しながら、母子生活支援施設を退所、自立して
いきました。	


　　ケースワーカー冥利に尽きるといえます。	




自治労（労働組合）としての取り組み	


（１）生活保護業務担当職員の基準内配置への
取り組み	
  
	


（２）増えつつある生活保護世帯に対応するた
めの予算要求	
  
	


（３）生活保護になる前の段階で、対応する政
策・施策への取り組み	
  



自治労（労働組合）としての取り組み	


（1）生活保護業務担当職員の基準内配置
への取り組み	
  
	


　担当ケースが多すぎると、十分なケースワー
クが出来ない。	


　　　　→　厚生労働省、自治体へ要請・交渉	




自治労（労働組合）としての取り組み	


（２）増えつつある生活保護世帯に対応す
るための予算要求	


・生活保護費は、  
　　　３／４がケース件数に応じて国から補助され、　　　
残り1／４を自治体が負担します。	

・保護世帯の増で、自治体は、当初予算よりかなりの
費用が必要となっています。（札幌市：30億円の補正
予算）	


　 →　 総務省、厚生労働省へ地方交付税への 
　　上乗せを要請	




自治労（労働組合）としての取り組み	


（３）生活保護になる前の段階で、対応す
る政策・施策への取り組み	
  
	

・雇用保険・年金等、社会保障政策に対し、連合（日本
労働組合総連合会）や政党（民主党・社民党）に意
見反映・・・・・雇用保険制度は大きく改善	
  
	


・「緊急経済対策」の内、生活福祉資金・つなぎ資金
（社会福祉協議会が窓口）の改正に対して厚生労働
省に要請・・・・・第2のセーフティネットの強化	




自治労（労働組合）としての取り組み	

	
  
現場を持つ	


　　　　　自治労としての責任と役割	


	


…現場を持つからこそ	


　　　　　　　　　わかることがある	



